
通達区分 例規通達

有効期間 30年

県 本 部 各 部 課 長 宮 本 務 第 3 6 1 号
殿

県 下 各 警 察 署 長 令 和 ８ 年 ３ 月 1 1 日

宮 城 県 警 察 本 部 長

毎日勤務を行う職員及び交替制勤務を行う職員について（通達）

、 （ ）県警察職員の勤務時間 休暇等に関する規程 平成７年宮城県警察本部訓令第９号

第３条第１項の規定に基づき、毎日勤務を行う職員及び交替制勤務を行う職員は下記

のとおりとし、令和８年４月１日から施行することとしたので通達する。

なお、この通達の施行に伴い 「毎日勤務を行う職員及び交替制勤務を行う職員に、

ついて（通達 （令和７年３月21日付け宮本務第431号）は、廃止する。）」

記

１ 毎日勤務を行う職員

⑴ 警察本部

ア 総務部情報管理課に所属する職員（当直勤務に従事する職員に限る ）。

イ 総務部留置管理課に所属する職員のうち、護送係及び仙北方面護送係の職員

ウ 宮城県警察機動警ら隊に所属する職員（当直勤務に従事する職員に限る ）。

エ 宮城県警察鉄道警察隊に所属する職員のうち、警ら係の職員

オ 刑事部捜査第一課に所属する職員のうち、総括検視官、検視官（解剖への立

会いに従事する職員に限る ）及び検視係の職員（解剖への立会いに従事する。

職員に限る ）。

カ 宮城県警察機動捜査隊に所属する職員（当直勤務に従事する職員に限る ）。

キ 宮城県警察科学捜査研究所に所属する職員（当直勤務に従事する職員に限

る ）。

ク 交通部交通指導課に所属する職員のうち、交通鑑識係の職員（交替制勤務を

行う職員を除く ）。

ケ 交通部運転免許課に所属する職員のうち、日曜窓口業務に従事する職員

コ 宮城県警察交通機動隊に所属する職員（機動取締係及び取締支援係の職員並

びに当直勤務に従事する職員に限る ）。

サ 宮城県警察高速道路交通警察隊に所属する職員のうち、分駐隊長及び企画指

導係の職員（当直勤務に従事する職員に限る ）。

シ 警備部警備課に置かれる宮城県警察航空隊の職員

（ 。）ス 宮城県警察機動隊に所属する職員 隊長及び副隊長並びに一般職員を除く

⑵ 警察署

警察署長、副署長、次長、刑事官、一般職員（交通課の日曜窓口業務に従事す

る職員及び石巻警察署水上警備派出所の職員を除く ）及び交替制勤務を行う職。

員を除く職員

２ 交替制勤務を行う職員



⑴ 警察本部

（ 。）ア 総務部情報管理課に置かれる宮城県警察照会センターの職員 所長を除く

イ 生活安全部県民安全対策課に所属する職員のうち、人身安全対策第四係の職

員

ウ 地域部通信指令課に所属する職員のうち、通信指令官並びに指令第一係、指

令第二係及び指令第三係の職員

エ 宮城県警察機動警ら隊に所属する職員のうち、隊長補佐（一般職員並びに指

導係及び特別機動警ら係を担当する職員を除く ）並びに特別機動警ら係、警。

、 （ 。）ら第一係 警ら第二係及び警ら第三係の職員 当直勤務に従事する職員を除く

オ 刑事部捜査第一課に所属する職員のうち、検視官（毎日勤務を行う職員を除

く ）及び検視係の職員（毎日勤務を行う職員を除く ）。 。

カ 刑事部鑑識課に置かれる宮城県警察機動鑑識隊の職員（隊長を除く ）。

、 （ 。）キ 宮城県警察機動捜査隊に所属する職員のうち 隊長補佐 一般職員を除く

並びに捜査第一係、捜査第二係及び捜査第三係の職員（当直勤務に従事する職

員を除く ）。

ク 交通部交通指導課に所属する職員のうち、交通鑑識係の職員（毎日勤務を行

う職員を除く ）。

ケ 宮城県警察高速道路交通警察隊に所属する職員のうち、高速第一係、高速第

二係及び高速第三係並びに仙台東分駐隊、石巻分駐隊、気仙沼分駐隊及び古川

分駐隊の職員（分駐隊長を除く ）。

コ 宮城県警察学校に所属する職員のうち、制服実務研修を行う職員（当該制服

実務研修を行う期間内に限る ）。

⑵ 警察署

ア 警務課留置管理係及び留置管理課の職員（毎日勤務を行う職員を除く ）。

イ 地域課の職員のうち、自動車警ら第一係、自動車警ら第二係、自動車警ら第

三係及び自動車警ら係の職員

ウ 刑事第一課の職員のうち、鑑識係の職員（毎日勤務を行う職員を除く ）。

エ 交番の職員（毎日勤務を行う職員を除く ）。

オ 岩沼警察署仙台空港警備派出所の職員（毎日勤務を行う職員を除く ）。

３ 勤務制の変更

所属長は、業務運営上、所属職員（毎日勤務及び交替制勤務を行わない職員を含

む ）の勤務制を変更する必要がある場合は、別に定める宮城県警察勤務管理シス。

テムを利用する電磁的方法（以下「電磁的方法」という ）により、警務部警務課。

長を経由して申請すること。ただし、電磁的方法によることができないときは、次

の事項を記載した書面により申請すること。

⑴ 勤務制を変更する職員の範囲

⑵ 現行の勤務制及び変更後の勤務制

⑶ 変更を必要とする理由


